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WTO成立後の米国通商法に基づく一方的措置の合法性
一1974年通商法301条～310条を中心として一

佐．藤　弥　恵

1．はじめに

　世界貿易機関（W。。1d　T正。d．O．g．ni。。don：WTO）は，関税及び貿易に関

する一般協定（Th．G．n。惚i　A群。。m．nt．n　T。雌。md」T。。d。：GATT）＝’コ

を引き継ぎ，それを発展させて設立された国際機関である。これは，WTO設

立協定及び4つの附属書割から構成されるWTO協定の目的を達成するための

枠組みを提供することにより，今日の国家間の自由貿易体制を規律・推進して

い乱WTOの対象分野はGAnが対象とした物品のみではなく，サービス，

知的所有権の分野を含み，その目的は市場経済の原則によって世界経済の発展

を図ることであり岨］，特に加盟国問の利益のバランスを重視している。この目

的を達成し，WTO体制全体の有効性を保っ上で不可欠なものが紛争処理機能

であ乱WTOはGATTの紛争解決手続を引き継ぎ，それを大幅に改善，発展

させた独自の紛争解決手続を備え，これを「多角的貿易体制に安定性及び予見

可能性を与える中心的要素」と位置付け，特に重視している。もっとも，WTO

設立後7年が経った今日，すでにその手続にはいくつかの問題点が指摘されて

いる。その中で特に重要と思われるのが，GAπの紛争解決手続における最大

め欠陥であったプ方的措置の脅威がWrOにおいても完全には排除されていな

いと見られる点である。一方的措置の脅威の存在はWTOの紛争処理機能に対

する加盟国の信頼を損ね，WTO体制を覆えず恐れも強く，WTO体制を維持

していく上で重大な問題となる。以下では，一方的措置の例としてアメリカ通

商法を取り上げ，そのWTO整合性，WTO成立後の運用実態，及びそこから

今日明らかになっているWTOの紛争解決手続の問題点を指摘し，WTOにお

ける対抗措置のあり方を検討する。



64 一橋研究　第27巻4号

2．WTOの紛争解決手続の意義

　WTO協定上の利益をめぐる加盟国間の紛争を含む国際経済紛争は，国家間

のより大きな紛争に発展する危険性があるため，その解決は広く国際平和の維

持という観点からも重要となる。この点，今日，国際社会を構成する主権国家

は国家間の紛争を平和的に解決することが義務づけられているため（国連憲章

2条4項），’ 痩ﾆ間の経済紛争に関しても平和的に解決することが求められる。

その際，どのような解決方法を選択するかは国家の自由とされているが，国際

経済紛争に関しては，従来から交渉（協議）が紛争解決方法として有効とされ，

重視される傾向にある。国際経済紛争の継続は当事国間の経済関係をさらに悪

化させるので紛争の早期解決が双方にとって望ましいため，話し合いにより最

終的な解決に達しやすいからである側。このような理由からWTOにおいても，

協議は紛争解決方法の基本として重視されている。しかし，国際経済紛争にお

ける協議は政治的要素に左右される場合が多く，経済大国と小国間の紛争の場

合には大国に有利な結果となりやすい旧。したがって，双方が満足できる公正

な解決を得るためには，協議に続く客観的で公的な紛争解決手続を設けること

が望ましい。特にWTOにおいては，加盟国間の利益のバランスを重視し，市

場経済の原則によって世界経済の発展を図るというその目的に鑑みた場合，当

事国間の協議の他にWrO独自の規則と手続による紛争解決手続を有すること

が何よりも望ましいと考えられる。なぜなら，協議は前述のように紛争当事国

一方の利益に資する不公正な結果となりやすく，そうした場合には加盟国問の

利益のバランスを重視するWTOの趣旨に反することになる。また，その利益

も短期的なものであり，全体的にみた場合，世界経済の持続的発展に結びっき

にくいと考えられるカ｛らである。したがって，紛争当事国を含め全加盟国が認

める規則にのっとった客観的手続によって解決を図る方が，双方共に満足のい

く均衡した利益を与える結果となり，その利益も長期的であると考えられる㈲。

3．GATTの紛争解決手続の問題点とWTOによる改革

　一般にWTOの紛争解決手続という場合，1947年GAπ23条2項に基づく

パネル手続を基礎とし，それを発展させたものをいう。1947年dATT23一条2



WTO成立後の米国通商法に基づく一方的措置の合法性　　　65

項はGAπ加盟国に一定の要件mを満たす紛争を締約国団に付託することを認

めている。紛争が付託された場合，締約国団は小委員会（パネル）を設置して

当該問題を調査し，適当な勧告又は裁定を下し，さらに事態が重大であるため

正当と認める場合には，申立国が被申立国に対して譲許その他のGATT上の

義務の適用を停止すること（以下，対抗措置）を許可することができる。しか

し，GATTの紛争解決手続の各段階には時間制限が設けられていなかったこと，

及びパネルの設置，パネル報告の採択，対抗措置の許可等について締約国団の

全会一致を必要とするランセシサス方式を採用していたことから手続の迅速性・

自動性が確保されず，特に対抗措置の発動に至っではほとんど不可能な状態で

あった。さらに，GATTの対象は物品の貿易のみであったため，国際貿易にお

いてサービス貿易や知的所有権などの分野の比重が高くなるにつれて，GAπ

が解決しうる紛争は減少していった。以上の紛争解決手続の手続的・実体的不

完全性によりGAπは付託された紛争を効果的に解決しているとは言い難い

状態であった。そこで，加盟国は次第にGATTの紛争解決手続によらず，そ

の枠外で独自に設けた手続に従い，GATT上の紛争の解決を図ろうとするよ

うになった。これはGATT体制を維持する上で重大な問題であった。

　したがって，WTOの設立にあたりこれを効果的なものとするために，

GAπの紛争解決手続の問題点を改善し紛争処理機能を強化することが不可

欠とされた。その結果，1947年GAn23条2項を基礎に，それを発展させそ

の手続の詳細を定め’たr紛争解決に係る現員1』及び手続に関する了解

（Undefstan出ng　on　Ru工es　and　Pf0cedufes　Goveming　the　Setdement　of　Dispute：

DSU）」コ割がWTO設立協定の附属書として策定されれ実体面に関しては

WTOの対象領域の拡大と共にその紛争解決手続も物品の貿易のみではなく，

サービス費易や知的所有権の分野を内包することとなった。また手続面に関し

ては，パネルの設置，パネル報告の採択，対抗措置の承認等を，全加盟国が反

対しない限り認めるというネガティブ・コンセンサス方式を採用し，手続の自

動化を図ると共に，手続の各段階に詳細な時間的枠組みが設定され手続の迅速

性も図られた。さらに，手続の自動化の代償として常設の上訴機関である上級

委員会を設置することにより二審制を導入して，司法的性格を強化した。その

結果，今日のWTOの紛争解決手続はGAπのそれと比べて格段に効果的に

なったといわれる。
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　以上の改革の中で最も重要と思われるのが，WTOの承認を得ずに対抗措置

をとること，すなわち一方的措置を明確に禁止している点である（DSU23

条）幅＝。WTOは，紛争解決の最終的手段として加盟国に差別的な関税引き上げ

や輸入数量制限といった対抗措置をとることを，WエOの承認を得ることを条

件として認めている。しかし，こうした措置はそれ自体がWTO違反であり，

貿易を歪睡1し，WTOが目指す自由貿易体制と相容れないものである。また，

国家の一方的判断による対抗措置は対象国の逆制裁を招く可能性が高いため，

関税の競争的引き上げという事態（対抗措置の応酬1）につながる恐れが極めて

強く，これは世界貿易の発展を阻害する。したがって，貿易紛争の解決にあたっ

てはできる限り対抗措置に訴えることは避けるべきであり，DSUは一方的措

置を明確に禁止することで対抗措置を規制しようとしている。一一方的措置は

怖Oの紛争処理機能の安定性と予見可能性を害する最たるものであり，これ

が現実に起こったならばWエOの紛争解決手続1こ対する信頼は損なわれ，WTO

体制は崩壊の危機に直面するからである。

4．一方的措置禁止の経緯と1974年通商法301条～310条。0〕の

　　GATT／WTO上の問題点

　W工Oにおける一方的措置の明示的禁止の要因となったのは，GAπ時代の

アメリカの1974年通商法」 R01条～310条による一方的措置の脅威の存在であ

る。これはアメリカのGATTの紛争解決手続に対する不信感，特に対抗措置

をGATTの枠内で有効にとることができないことに対する不満から，GATT

の枠を超えGAπ上の問題を含む通商上の問題の解決を，アメリカ白らが迅

速に行うことを意図して制定されたものであ一び。301条～309条（301条手続）

によれば，GAn／WrOを含む通商協定上のアメリカの権利が否認されている，

あるいは外国の行為，政策又は慣行が通商協定に違反している場合等に，行政一

機関である通商代表部（Udt．d　St．t。。丁正。d．R．pr．s㎝t。せv・：USTR）は利害関係

人からの申立て又は独自の職権により，当該問題に関する調査及び当該国との

協議を開始しなければならない。そして，それらが是正されない一定の場合，

特に当該問題が通商協定にかかわる場合には，USTRは報復措置をとることが

義務付けられる。また，310条（スーパー301条）はUSTRに優先的に取り上
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げるべき外国及び当該国の慣行を特定し，それに対する301条手続の開始を義

務づけており，301条手続の自動化を目的とするものである。

　301条手続に基づいてとられる報復措置は，関税引き上げ，内国税や課徴金

の賦課，数量制限等であり，これらはいずれも！947年GATTの諸規定に反す

るため，23条2頭よりGATT締約国団の許可を必要とする。この点，301条

手続によれば，紛争が通商協定にかかわる場合には同時に当該通商協定が定め

る紛争解決手続を開始しなければならないことになっている。しかし301条手

続の各段階には厳密な時間制限が設けられており，その開始から完了までの期

間は，手続の迅速性が確保されていないGAπの紛争処理手続の期問よりも

多くの場合がなり短いものである。また，GAnは対抗措置の許可をコンセ

ンサス方式によって与えるとしていることから，被申立国の反対によりそれが

認められることは事実上ほとんどなかった。したがって，GATTにかかわる

紛争の場合に30ユ条手続に従えば，GATT締約国団の許可を受けずに対抗措

置をとるという事撃が生じ，これは一方的措置として1947年GAπ23条2

項に反することになる。

　そこで，WTOの設立に伴う紛争解決手続の改革の中で，特にこの301条手

続による一方的措置を封じ込めることが最大の課題とされ，今日のWTOの紛

争解決手続においてはこの点の改革が実現されている。まず，アメリカが301

条手続に訴える原因を取り除き，一方的措置の危険性を排除するために，紛争

解決手続の各段階に時間制限を設け，パネルの設置，パネル報告の採択，対抗

措置の許可についてネガティブ・コンセンサス方式を採用し，手続の迅速化を

図った。これにより，WTOの枠内において，加盟国は一定の手続を踏むこと

により，対抗措置を自動的に採ることができるようになった。一方で，DSU

23条により，WTOの多角的システムを強化するために，GAnにおいては必

ずしも明確に禁止されていなかった紛争処理における」方的行為は特に明確に

禁止された。

　しかし，WTOあ紛争解決手続における各段階の時間制限にはほとんどの場

合例外が認められているため，手続の各段階が原則の期間内に速やかに終了し，

アメりカが301条手続を完了する前に確実に手続の全過程が完了するとは限ら

ない。その結果，アメリカが301条手続を行っている場合には依然として一方

的措置の危険性は残ることになり，通商法301条～310条がWTO違反かどう
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がという問題が生じる。

5．通商法301条～310条の正当化論

　通商法301条～3王O条とGATT／WTOとの関係について．はその成立以来，様々

な場面で論じられてきた。しかし，その正当性がGAπの紛争解決手続の場

において正面から問われたことはないため，この点に関してGATT自身が判

断したことはない。すなわち，301条手続がGAπ上違法かどうかという議

論は，これまでもっぱらGATTの先例に照らし類推的に行われてきたといえ，

それがWTO協定にも当てはまるとされてきた。その結果，一般に1947年

GATT23条2頃より，301条手続に従いGATT／WTO違反の一方的措置が現

実に生じたならば，その行為自体はGAπ／WTO上違法になることに争いはな

いといえる（後述）。しかし，それにもかかわらずGATT時代には301条手続

を擁護する見解が見られた。その代表的なものが，「正当化されうる反抗」論

と「一般国際法上の違法性阻却事由」論である。

ll〕「正当化されうる反抗（justifiable　disobedience）」論蝸

　この理論は，GATT上の法的根拠に基づいて展開されたものではなく，む

しろ政策的観点からRob・rt　El　Hud・・により主張されたものであるu㌔

i）理論の内容

　Hude。は，アメリカが実際に通商法30！条手続に従いGAπ締約国団の許

可を受けずに301条に基づく措置をとった場合にはGATT違反になるという

通説の立場に立ち，一方的措置の違法性自体は認める。その上でGATTの法

規範が実体法的にも手続法的にも不完全であるu蛆という理由から，一定の場合

には通商法301条手続に代表される締約国の一方的措置は，GAπの不完全性

に対するやむをえない措置として正当とみなされることがあるとする。

　前述のGATTの紛争解決手続の手続的，実体的欠陥から，締約国は次第に

GAπ上の紛争をGATTの枠を超え，一方的措置を含む独自の手続で解決を

図るようになり，その結果，対抗措置の応酬という事態が起こることが予想さ

れる。こうした事態により，GAn外需I1は崩壊の危機に直面するため，GATT

体制を維持していくためにはこれらの点の改正を含めた紛争解決手続の改革を
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促進し，GAnの紛争解決機能に対する締約国の信頼を確保すること一 ｪ何よ

りも重要となる。しかし，そのための交渉は進められているものの，交渉の進

み具合，またモの成果は大きくGATTの各締約国の意思と態度にかか？てお

り，各国の意見の対立およびその説得による交渉の停滞，その結果としての改

革への意欲の低下により，交渉は決裂し，GAπ法の改正は失敗におわると

いう危険性が常に存在していた。そこで，このような事態を避け，紛争解決手

続の改革に関する交渉を速やかに進め，早期にGATT法の改正を実現させる

ためには，GATT締約国に対して交渉を進めさせるための圧力となるような

何らかの脅威が存在していることが必要となる。この点，通商法301条手続は

締約国を一方的措置の危険にさらし，時々それが実際に行われることにより，

各国はその脅威から紛争解決手続の改革の必要性を認識し，そのための交渉を

迅速に進めていくことになる。その結果，交渉が妥結し，効果的な紛争解決手

続が成立するならば，GATTの締約国はそれを利用することに利益を見出し，

アメリカにとってももはや301条手続を用いる必要がなくなるので，GATT

体制は以前よりもよく保たれることになる。すなわち，通商法301条手続によっ

て一方的措置がとられ一時的にGAπ違反が生じたとしても，それはGAπ

体制を維持・発展させる上でプラスになるのであるから，長期的に見て現行の

不完全なルールを厳守し，GATT体制の崩壊を招くよりもはるかに損失が少

ないというのである。

　したがって，この「正当化されうる反抗」は，GATT違反の措置がGAπ

法の発展に資するのであれば認められるが，現行ルールのみにしたがって行動

するとその法体系の崩壊を招くような重大な打撃を与える危険を生む欠陥を現

行法が有している場合に限られる。さらに，「反抗」が正当化されるためには，

①「反抗」の目的がGATTの目的と一致するような法的変化を求めるもので

あること，②「反抗」の前に希望している法的変化を達成するための交渉が誠

実に行われていること，③「反抗」と平行して更なる交渉が誠実に続けられる

こと，④「反抗」の範囲は交渉を促すのに必要な限度に限ること，及び⑤「反

抗」をおこすGAπ締約国はできる限りGAπ法規を遵守すること，の5点

が満たされていなければならない皿コとする。
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i）問題点

・もっとも，このような「正当化されうる反抗」論には多くの反論も出されて

いる。例えば，反抗があまりに頻繁に行われることになれば，そうした反抗自

体が一層GATTの法体系への信頼性を損ねる結果となる恐れがある。これは，

大国間で対抗措置の応酬という事態が頻繁に生じれば現実的な問題となること

が予想される。また，この理論はわずかな大国だけに当てはまる理論ともいえ

る。例えば；小国が大国に対して「反抗」を実施したとしてもその影響力はほ

とんどないであろうし，かえって小国はそれによって不利益を被ることになり，

実際にはそうした事態を想定して「反抗」しないことになる。結果として「反

抗」を実施することができるのはわずかな大国だけというこ・とになり，一般的

に通商法301条の手続を正当化する説得力に欠けてい乱何よりも「正当化さ

れうる反抗」論はWTOの成立とともに既にその理論的根拠を失ったといえる。

WTO設立協定の附属書であるDSUにより紛争解決手続の迅速性と自動性が確一

保され，また各種の付属書が発効し，WTO協定の対象分野が拡大した結果，

当初のアメリカの要求は全て実現されたからである帖コ。したがって，その理論

的根拠を失った以上，例え過去に紛争解決手続の改革を促進した効果が実際に

あったとしても口m，「正当化されうる反抗」論は，今日，通商法301条～310条

を正当化することはできないものと思われるu副。

（2）一般国際法上の違法1性阻却事由割

　一方，E皿・・b・th　Zo1・・は，一般国際法上の観点から，301条手続による一

方的措置は，GAn違反であっても一般国際法上の対抗措置としてその違法

性を阻却されると主張する岨皿。

i）理論の内容

　これは，1978年の米仏航空協定事件の仲裁判決伽コで示された，一般国際法上

の対抗措置と特別法に定められた義務的な紛争解決手続の存在との関係に関す

る判断を，GATTと一般国際法との関係にあてはめた理論であ一る。GATTの

ようにある条約が独自ρ紛争解決手続を備え，対抗措置の発動に特別の要件又

は手続を設けている場合には一般国際法との関係でどちらを優先すべきかとい

う問題が生じる。本件では，アメリカーフランス間に締結された航空業務協定

に定められた平和的解決手続（定期的協議と仲裁裁判）あ完ブ前に，アメリカ
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がフランスに対してとった措置が一般国際法上の対抗措置として違法性を阻却

されるかが問題となった。判決の中で裁判所は，特別法によって国家が裁判付

託義務を負っていたとしても，紛争が裁判所に付託されていない時には国家は

対抗措置をとることができ吻，さらに紛争が裁判所に付託され裁判が進行して

いる時でも，対抗措置が禁止されるのは，それが「義務の履行をある程度確保

することを保障する制度的枠組みを形成している」場合のみであるとした囲。

この仲裁判決に従えば，例え国家が特定の条約において特定の紛争処理手続に

よって紛争を解決するよう義務付けられているとしても，それが義務の履行を

ある程度確保することを保障するものでない場合には一方的な対抗措置も禁止

されないことになる。Zo皿・・は，この「義務の履行をある程度確保することを

保障する制度的枠組みを形成している」紛争解決手続は，今日の国際社会では

国際司法裁判所による裁判手続のみであるとしてGATTはこれにあてはまら

ないとする胸。したがって，GATT締約国団の許可を得ずにいずれかの締約国

が対抗措置をとったとしても，一般国際法上は違法性を阻却されることになる。

さらに，Zo1．fは対抗措置の概念に着一目し，GATT自体もその紛争解決の過

程で加盟国が一般国際法上の対抗措置に訴えることを完全には排除していない

とする囲。

i）問題点

　しかし，以上のZou。。の見解は少数説にとどまり一般的に受け入れられて

いるとは言い難い。まず，1978年の米仏航空協定事件の仲裁判決のなかで示

された義務的裁判の存在と対抗措置との関係幸こついての判断に対しては当事国

双方が初めから拘束力を認めておらず，これカミ今日一般的に認められていると

いえる状況ではない。むしろ，従来から一般国際法上，経済制裁の要件として

他の救済手段が尽くされているか又は利用不能であることとされており，それ

に関連してある経済紛争がGATTのような紛争処理手続を規定する条約のな

かで発生した場合には，その手続を用いる前に一方的に対抗措置をとることは

許されず，それらの手続を事前に尽くすことが対抗措置をとるための条件であ

ると主張されてきた舶。経済紛争における対抗措置の発動はより大きな国家間

紛争に発展する危険性があるため，一般国際法上，紛争の平和的解決義務を負っ

ている（国連憲章2条3項）国家としては経済紛争の解決にあたってもできる

限り制度化された枠組みの中で解決を図ることが望まし’いと考えられるからで
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ある。また，米仏航空機事件の仲裁判決が一般的に受け入れられているかどう

かを別にしても，GATT／WTOの紛争処理手続の仕組及びそれが最終的には対

抗措置の発動まで認めていることなどから，これは「義務の履行をある程度確

保することを保障する制度的枠組みを形成している」手続にあたるとみること

もできる師。以上のように一般国際法上の観点からみた場合でも，紛争が

GATT／WTO協定に関連するものである場合には，各州輩国は1947年GAπ

23条及びDSU23条2項に従いDSBの承認を得なければWエO上の対抗措置

をとることができないことになる蝸。

　また，GATTはその規定上，GATT違反に対しては原則として1947年

GATT23条2項で対応することを予定しており，GAπ自身も一般国際法上

の対抗措置を排除していたと思われる蝸。この点はWTOになってからさらに

明確になったといえる。すなわち，WTOはDSUう3条によって一方的行為を

明確に禁止しており，WTO協定上の紛争はDSUの規則と手続を用いて解決を

図ることを加盟国に義務付けている。さらにその際には一方的行為の禁止を含

むDSUの規則と手続を遵守しなければならないことが明言己されている。最近

のパネル報告も認めるところであるが醐，これによってWTO加盟国はWTO

協定にかかわる紛争をWTOの枠外で解決することを明確に禁止されたことに

なる。

　したがって，通商法30ユ条一310条に基づく一方的措置は一般国際法上の対

抗措置によっても違法性を阻却されないと思われる。

6．GATT／WTO法と通商法301条～310条

　以上はいずれもGATT／WTO法の枠外からの議論であったが，次に

GAπノWTO法上，通商法301条～3i0条がどう評価されるかにっいて検討す

る必要がある。この点については，①301条手続に基づく具体的措置が

GAπ／WTO違反となるのか，及び②通商法色01条～310条の存在自体が

GATr／WTO違反となるのか，という2点が問題となる。

（1）具体的措置のGATT／WTO整合性

　まず，1947年GAn23条2項及びDSU23条2頃より，アメリカがある具



WTO成立後の米国通商法に基づく一方的措置の合法性　　　73

体的紛争において，実際に301条手続に従いDSBの承認を得ずに譲許の撤回，

その他のWTO協定上の義務の適用を停止した場合には，内容的に1947年

GA竹の関連条項に反するのみではなく，手続的にも明らかにGATT23条2

項及びDSU23条2項（c）に反することになり，当該行為はWTO上違法とな
る個］圭。

12）通商法301条～310条自体のGATT／WTO整合性

　次に，301条～310条自体がWTO上違法とされるかにっいては，GATTの

先例，及びWTO設立協定16条4頃より，加盟国の国内法はその具体的適用

とは別にそれ自体でWTO違反となりうることは明らかである。このことは

W＋O上の利益の性質と関係してくる。すなわち，WTO上の利益とは，関税

譲許によって実現された国産品と輸入品との間の競争関係に対する期待であり，

その無効化・侵害とは，関税譲許によって実現した競争関係を歪め，締約国の

貿易に対する当初の期待を保護しえなくなる状態をいうが，こ・れは実際に貿易

量や貿易額が減少していない場合でも，取り引き費用の増大や投資計画の変更

によっても起こる。そして，このような事態はWTO協定違反を発生させる危

険性をもっある加盟国の国内法が現実に適用されなくとも，単に存在している

だけで十分発生する可能性があると思われる。他の加盟国はそのような法律の

存在からWTO違反の措置が現実に適用され自国の経済状態に不利な影響が及

ぶ事態を想定し，それを避けるためにこれまで実施・計画していた経済活動を

何らかの方法で変更させるからである朋。その結果，当初の期待は保護されな

いことになるためWTO上の利益は侵害されていることになる。

　さらに，どのような内容の国内法がその存在自体でWTO上違法とされうる

かが問題となる。この点に関してはGAn時代の先例から判断して，行政機

関にGATr／WTO違反の行為を行うよう命令あるいは義務付けている国内法は，

GAπ／WTO整合的に適用される余地はないのでその存在自体でGATT／WTO

違反となるが，行政機関にそのような権限を与えているにすぎない国内法は

GATT／WTO整合的に適用される余地があるので，それ自体でGATT／WTO違

反とはならないとされている固。

　そして，通商法301条～310条について見た場合，従来，GATTのパネル報

告で認められてきた以上の原員1」をあてはめ，301条～310条自体は
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GATT／WTO違反ではないとされてきた醐。通商法上，違反認定，対抗措置の

発動にあたってはUSTRや大統領に裁量が与えられており，GATT／WTO違反

の一方的行為を避けるよう行動する余地が残されていること，及び対抗措置と

してGAπノWTO違反とならないような措置をとりうる余地があることなどか

ら，301条～310条は必ずしもUSTRにWTO違反の行為をとるよう義務づけ

ているわ．けではなく，そのような権限をUSTRに与えているにすぎないといえ

るからである蝸。

ラ．通商法301条～310条に関するパネル報告鮒

　GAπ時代の先例から類推してGATT／WTO上達茸ではないとされてきた

通商法301条～310条は，WTO協定の発効に伴い加盟国の国内立法に関する

義務が明確化したこと（設立協定王6条4項），及びDSUが紛争処理における

一方的行為の禁止を明確化したこと（23条）一から，正面からその存在自体の

WTO整合性が間われ，初めてWTO自身が判断することとなった。ECバナナ

事件師に関連して中立てられ，2000年1月27日に採択されたパネル報告の要

旨は以下の通りである。

　パネルはまず，一DSU23条よりWTO加盟国はWTO協定上の紛争をWTO

の枠外で一方的に解決すること，及び一方的措置をと．ることを明確に禁止され

ていることを確認する。次に，パネルは，GATT時代の先例，WTO設立協定

16条及びDSU23条の義務の性質からも，加盟国の国内法はその存在自体で

DSU23条を侵害する可能性があることを認める。DSU23条を侵害する国内

法の内容に関しては，同条2項を条約法条約31条に従い誠実に解釈した上で，

同条項の目的は一方的措置を禁止することによって市場の私企業に対する脅威

及び萎縮効果を排除することであるので，一方的措置を義務付ける国内法のみ

ではなく，そうした権限を行政機関に与えている国内法も23条違反になると

する。そのような法律の存在によって，私企業は常に一方的措置がいつ起こる

かもしれないという脅威にさらされ，萎縮効果が及ぶからである。従って，

304条等は文言上はDSU23条違反となる。しかし，パネルは，アメリカ通商

法に代表される現代の経済規制立法の特徴を考慮し，大統領が作成した同通商

法に関する解釈指針や，本件パネルにおけるアメリカ政府のステートメントか
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ら，同法はWTOに違反しない形で運用されるよう指示されていること，及び

アメリカは301条～310条をDSU22条の国内法上の根拠と位置付けているこ

とから，最終的には30ユ条～310条は23条に反しないと認定した。ただし，

パネルは，アメリカ政府が同通商法の解釈指針及び本件パネルのステートメン

トにおける誓約を撤回する，あるいは遵守しない場合には，この認定は保証さ

れず，301条～310条はWTO違反となることを強調す孔

　本件パネル報告は23条の義務の内容を詳細に分析し，同条は行政機関に

WTO違反の行為を行う権限又は裁量を与える法律をも禁止していると認定し

た上で，301条～310条をその文言のみから判断するとWTO上違法と推定さ

れるとしており，従来の解釈を否定するものであ私もっとも，パネルは301

条～3エO条の性質から，WTO協定違反の推定を大統領の行政指針や政府のス

テートメントを理由に排除し，最終的には301条～310条をWrO協定上合法

と認定している。しかし，大統領の行政指針や政府のステートメントはアメリ

カの一方的な行政上の誓約にすぎないといえ，法律に比べたら撤回又は違反さ

れやすく不安定なものである。すなわち，アメリカ政府による一方的誓約が将

来にわたり確実に遵守されるという保証はなく，この保証が確実でない限り市

場の私企業は常に通商法30！条～310条が存在していることのみで一方的措置

の脅威にさらされ，経済行為の変更を迫られていることになる。23条の一方

的措置禁止規定の目的に照らせば，より明確かっ確実な方法で一方的措置の危

険性を排除することが求められる。そのために文言上WTO違反と判断される

国内法は，原則として文言の上でWエO協定に整合させるべきである。したがっ

て，通商法301条～310条に関してもその文言自体をWTO協定に整合させる

ことが必要であると思われる。

8．WTO成立後のアメリカの実行　一ECバナナ事件一

　以上のように，WTOの紛争解決手続においてはその枠外で一方的措置をと

ることは明確に禁止されるが・その一方で，一方的措置の禁止を揖保するため

に，WTOの枠内で対抗措置をとることは一定の手続を踏むことにより自動的

に認められるようになった。すなわち，GAn時代にその枠内で対抗措置を

とることができなかった結果として一方的措置を誘発してしまったという反省
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から，WTOはその枠内で効果的に対抗措置をとることを出来るようにし，そ

れにより枠外での一方的措置を封じようとしたのである。そこで，WTO移行

後，アメリカは通商法とWTOの紛争解決手続を同時進行させ，GATT時代に

一方的措置と批判された301条に基づく措置を，WTO上の対抗措置として合

法的にとろうとしている。

　WTO成立後，アメリカ通商法301条に基づく措置がDSBによってWTO上

の対抗措置として承認され，実施された最初の事例がECバナナ事件である胴。

本件は，英・仏寺の1日植民地産のバナナを優遇する目的で，特定の国からのバ

ナナ輸入に対する特恵措置を認めるEとの共通バナナ輸入制度がWTO違反で

あると一アメリカ等が主張し，WTOにおいて争われた事件である。この中でア

メリカは国内的には通商法をその規定に従い誠実に運用するとともに，国際的

にはWTOの紛争解決手続に従い，パネル手続，上級委員会手続，DSU22条

6項の仲裁，同21条5項のパネル手続を規定通りに行った。最終的にはDSU

22条に基づく対抗措置が承認され，実施された。

　しかし，本件を見ただけでは現行DSUがアメリカ通商法に基づく一方的措

置を排除するのに成功したと見ることはできない。むしろ，本件によって，現

行DSUの下でアメリカが通商法301条手続を行う場合には，依然として一方

的措置が生ずる危険性があることが明らかになったと言える。これは，7．通

商法301条～310条に関するパネル報告の中で述べた，通商法301条～310条

の規定の仕方の問題であるとともに，DSU自体の問拝でもある。すなわち，

DSU22条5項（DSB勧告の実施状況に関する原パネルの判断）と，同22条

6項（勧告の不履行を理由とする対抗措置の承認）との前後関係が，現行の規

定からは明らかではなく，この点に関して，本件の当事者であるアメリカーと

ECとの主張が食い違っているのである。アメリカは，通商法を22条6項め

国内法上の根拠と位置付け，WTO上の対抗措置の承認の申請にあたり，21条

5項の手続を経る必要はないとするのに対して，ECはWTO上の対抗措置の

承認の申請にあたっては，まず，勧告実施の状況について21条5項に基づき

WTOの判断を求める必要があるとす孔この点・DSUの一方的措置禁止の趣

旨に照らせば23条で特に禁止されているもののみではなく，可能な限り他の

全ての一方的行為も禁止されるべきである。したがって，21条5項は22条6

項に先行すると解するのが妥当である。実際，DSUの改正案においてもその
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ように明記されている㌔また，後に米国のEC製品に対する輸入措置の上級

委員会醐は，21条5項が．22条6項に先行することを示唆したものと思われるω。

現段階では，この点に関して全加盟国の合意がなされていないので，ECバナ

ナ事件におけるアメリカの行動，及びそれを引き起こした通商法30ユ条～3ユO

条をWTO違反と断定することはできない。これが，通商法301条～310条に

関するパネル報告が，最終的に通商法の違法推定を覆した根拠の一つでもあっ

た。しかし，DSUの改正案が発効した場合には，この根拠はなくなるので，

今後，アメリカは通商法の規定の仕方やその運用方法に一層注意を払うことが

求められると思われる。

9．おわりに

　アメリカ通商法による一方的措置の脅威を排除するというWTOの最大の目

標は，対抗措置の自動化という改革によって実現が試みられた。これは一見す

るとアメリカ通商法301条～310条に正当性を与えてしまったようにも見られ

る削。しかし，WTOは積極的に対抗措置の発動による紛争解決を承認してい

るのではなく，このような改革は手続の迅速性を確保し，また上級委員会の設

置により紛争当事国の合意による解決の機会を増やすといった他の手続上の改

革に期待し，加盟国の良識に信頼を置いたものであるといえる。すなわち，対

抗措置の自動化の前提として，その発動に至る前に迅速に紛争の解決が実現さ

れるよう各加盟国は自ら受諾した規則と原則を誠実に遵守し，遅滞なく手続を

進める努力をすることが当然のこととしてあるといえる。このような観点から

も，アメリカは通商法301条～310条による一方的措置め脅威幸より明確かっ

確実な方法で排除することが求められる。それとともに，一方的措置の脅威を

排除するためには，WTOの紛争解決手続上もさらなる改革のための全加盟国

の努力が継続されることも期待される値。

　分権的な国際社会において，最終的に対抗措置という概念が認められるのは

仕方のないことであるが，対抗措置が紛争解決方法として理想的でないことは

言うまでもない。したがって，各加盟国はできる限り対抗措置を避けるよう行

動すべきであるし，WTOとしては，今後，一方的措置の脅威を排除するとと

もに，対抗措置の自動化に代わる紛争解決の最終的手段を充実させていくこと
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が望まれる。
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